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	１　計画の意義

大阪府庁業務継続計画（ＢＣＰ）（以下「ＢＣＰ」という。）とは、大規模地震が発生した場合に、業務中断による府民サービスへの影響を防ぐため、非常時優先業務を事前に定め、限られた資源を効果的に投入して、業務の継続と早期復旧を図るとともに、それに備えた事前対策について定める計画である。

２　計画策定までの経過

・　平成21年６月、上町断層帯地震Ａが発生した場合を想定して、「大阪府庁業務継続計画　地震災害編（第１版）」を策定。

・　平成26年３月、東日本大震災の教訓を踏まえ、南海トラフ巨大地震に関する被害想定がなされ、第１版補訂をとりまとめ。

・　平成27年２月、発生後72時間以降の対応も含めた抜本的な改訂版として現計画を策定。

３　計画の内容

　(1) ＢＣＰでは、前提となる被害想定を踏まえ、非常時優先業務を選定した上で、職員確保・電力・庁舎・情報通信設備・執務環境・ロジスティックス（職員用の食料・飲料水・毛布等及びトイレ）に係る「業務継続のための業務資源・環境の確保」や「平常時からの対策」などを定めている。

　(2) 業務資源のうちロジスティックスの確保については、次のとおりとなっている。

・　上町断層帯地震では２日目以降、南海トラフ巨大地震では数日間経過後全国から応援物資等が届き始めると想定。

・　平成25年度から５ヵ年計画で、全職員の２食分（食料・飲料水）の備蓄を実施中。

・　執務時間内の発災では、非常時優先業務や負傷者救出、避難者対応に従事する職員以外の職員で、食料・飲料水・毛布等を確保する。

・　執務時間外の発災時に参集する際には、職員自身で備蓄した食料・飲料水（目安：１～３日分）・毛布やアルミブランケット等を持参する。

・　水道施設が復旧するまでの間必要となる職員用トイレについて、携帯トイレを自宅に備蓄し、執務時間外発災で参集する際に持参することを呼びかける。

４　計画の見直し

ＢＣＰの見直しについては、「各部局の対策実施状況や訓練結果等を踏まえ、必要に応じて本計画の見直し・改善を行う。」とするとともに、「大阪府地域防災計画等の本計画に関連する計画等の修正、機構改正等が行われた場合には、必要に応じて本計画の見直しを行う。」としている。
	現行のＢＣＰでは、必要と想定される食料・飲料水・毛布等及びトイレについて、あらかじめ備蓄などにより確保しておく計画にはなっておらず、執務時間内の発災では、非常時優先業務などに従事する職員以外の職員で、食料などを確保することとされている。

また、執務時間外の発災においては、職員が自宅に備蓄しておいた食料などを、参集時に持参することとされている。

しかし、執務時間内の発災においては、どのように食料などを調達・確保するのか、計画の中では具体的に記載されておらず、府民も食料などを求めている中で、その実効性が懸念される。
執務時間外の発災においても、食料などの備蓄・持参することについて職員に十分な周知が行われ、それを認知されているとは言い難い状況である。

また、１～３日分程度の食料・飲料水・毛布等及び携帯トイレを、長距離にわたり徒歩等で持参する訓練は実施されておらず、その実効性が確認されていない。


	大規模地震が発生した場合に、必要となるロジスティックスの確保については、大阪府として確実に確保できるよう準備をしておくべきである。

　そのために必要な方策を検討し、ＢＣＰに反映されたい。



	５　計画の周知

　　平成27年２月19日、「大阪府庁業務継続計画地震災害編及び大阪府災害等応急対策実施要領の改訂について」にて、庁内各部局に通知。

　　また、「大阪府職員防災必携」で参集時の心得などを周知。


	
	

	措置の内容

	１．ロジスティックスの確保
○大規模地震等の発災時に必要となるロジスティックスについては、国の支援計画や東日本大震災後の救援物資輸送の回復状況を踏まえ「南海トラフ巨大地震では、地震発生後、最低３日間は府内で対応する必要がある」とする「大規模災害時における救援物資に関する今後の備蓄方針について」を平成27年12月に公表した。これを踏まえ、災害時の非常時優先業務実施のための職員用備蓄についても、これまでの発災後１日目に加え、２日目及び３日目に対応可能となるよう、平成28年度からの５か年計画で配備することとし、庁内各部局へ周知した。平成28年度は、配布計画に基づき本庁分を平成29年３月に配備した。
○これらのロジスティックスの確保については、平成29年２月に改訂した「大阪府業務継続計画 地震災害編」（以下「府庁ＢＣＰ」という。）に反映した。

２．職員への訓練と周知

○食料等必要物資の持参については、平成28年１月22日に緊急防災推進員等を対象とした参集訓練において持参訓練を実施した。

○府庁ＢＣＰの周知に関しては、今後とも各種訓練や研修や部局版ＢＣＰの見直し・改善に関する打合せ等、あらゆる機会を通じて職員の理解が進むよう取り組んでいく。
３．その他

○職員用備蓄を補完するため、職員自身で必要な物資を職場の机の引き出しやロッカー等に備える“サバイバル備蓄”（職場内での個人備蓄の取組）については、平成28年３月に各所属長あて依頼文書を発出するとともに、庁内ウェブページや平成29年２月に改訂した府庁ＢＣＰにも掲載し、周知を行っている。


監査（検査）実施年月日（委員：平成27年８月７日、事務局：平成27年６月23日から同年７月９日まで）
粗い試算における府の財政状況についての府民に対する分かり易い説明　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対象受検機関：財務部財政課
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	１　「財政状況に関する中長期試算」（以下「粗い試算」という。）について
(1)　本府では財政運営基本条例に基づき、議会における予算の審議及び計画的な財政運営の参考とする目的で粗い試算を作成、公表している。

(2)　平成27年２月版の粗い試算における平成28年度以降10年間の要対応額（一般会計の単年度収支不足額に過去に借入を行った減債基金の復元額を加えた額）の合計は、平成26年２月版において示された額に比べ1,610億円増加し、4,240億円となっている。また、実質公債費比率が起債許可団体となる18%を下回るのは平成38年度から平成37年度へと１年短縮している。

２　粗い試算における実質公債費比率について

　(1)　粗い試算における要対応額は、翌年度の当初予算編成にあたっての参考とし、その編成過程においては歳出の抑制や歳入の確保を図るなど、可能な限り要対応額の縮減に取り組んだ上で、なお残る額については財源対策として財政調整基金の取崩しや行政改革推進債（以下「行革債」という。）を発行するなどの対応を行っている。

(2)　財源対策により行革債が発行されると実質公債費比率は上昇することになるが、財源対策は事業規模等の精査によってその必要な額が変動すること、また、財源対策の手法・金額は予算編成過程において判断するものであることから、粗い試算における実質公債費比率は、今後の財源対策による行革債の発行を織り込まない前提で算定されている。こうした実質公債費比率の試算の前提条件については記載されていない。

３　粗い試算における減債基金借入額と臨時財政対策債等に係る国の基準財政需要額算入ルールと府の償還ルールの差の取扱いについて

　(1)　本府では平成13年度から平成19年度にかけて減債基金から5,202億円の借入を行ったことから、減債基金残高が府のルールに従い積み立てておくべき額に対して不足しており、平成25年度末時点で3,174憶円の積立て不足が存在している。当該不足額について、本府では計画的な復元を行なうこととしており、当該復元額は粗い試算において要対応額に算入されている。

　(2)　臨時財政対策債は、元利償還に必要な額が後年度の普通交付税の基準財政需要額に算入されることを前提に地方財政法第５条の特例として発行が認められている地方債である。しかし、臨時財政対策債等の元利償還に係る国の基準財政需要額算入ルールと府の償還ルールには乖離があり、概ね国の算入ルールの方が府の償還ルールに比べ早くなっていることから、平成25年度末時点において2,855億円の差額が生じている。

当該差額は公債管理特別会計の注記等で開示され、また粗い試算においても将来の普通交付税及び公債費の額に含まれているものの、差額が生じている旨及びその金額並びに差額による影響が将来の普通交付税及び公債費の額に含まれている旨についての記載は行われていない。
　なお、平成24年度新規発行分から、府の償還ルールにおける３年間の据え置き期間を廃止し、初年度から3.3％ずつ償還を行うとともに、平成25年度新規発行分から、臨時財政対策債の府の償還ルールについては、交付税算定における基準財政需要額算入の実態を踏まえ、発行額の半分を20年償還とする見直しが行われている。



	　財政運営基本条例第２条では、府の財政運営は、将来の世代に負担を先送りしないことを基本として、中長期的な見通しを持ち、かつ透明性を確保して行なうことを求めている。しかし、粗い試算では、以下のとおり、どのような前提に基づき中長期の試算を行っているか、また現在把握されている重要な財政課題が将来世代にどのような影響を与えるのかについての説明が十分行われているとは言えない。

　その結果、府民が府の財政状況の中長期展望について正しく理解することが出来ないおそれがある。
・　実質公債費比率の試算の前提として、今後の財源対策による行革債の発行を織り込んでいないことが粗い試算上、読み取れないこと。

・　臨時財政対策債等に係る国の基準財政需要額算入ルールと府の償還ルールの違いにより生じた差額は、今後、府が償還財源を確保する必要があり、その負担は将来の世代が負うことになるが、そのような差額が生じていること及びその金額並びに差額による影響が将来の普通交付税及び公債費の額に含まれていることが、粗い試算上、読み取れないこと。


	　粗い試算における実質公債費比率の算定に当たっての行革債の取扱いや、臨時財政対策債等に係る国の基準財政需要額算入ルールと府の償還ルールの違いによる差額の取扱いについて、府民に対し、より分かり易い説明に努められたい。

	措置の内容

	・粗い試算（平成29年２月版）において、推計期間中、行政改革推進債の発行を見込むこととし、それを試算の前提条件に明記した。
・臨時財政対策債等に係る国の基準財政需要額算入ルールと府の償還ルールの違いによる差額の取扱いについては、決算見込みや財務諸表を公表する際など、様々な機会を捉えて、府民に分かり易く説明するよう努めており、「粗い試算」についても、引き続き、より分かり易い説明に努める。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監査（検査）実施年月日（委員：平成27年８月26日、事務局：平成27年６月18日から同年７月23日まで）

【大阪府財政運営基本条例】


（基本理念）


第２条　府の財政運営は、将来の世代に負担を先送りしないことを基本として、府民の受益と負担との均衡を図り、財政リスク（府の財政運営に著しい影響を及ぼす危険又はその危険を有する事象をいう。以下同じ。）を管理するとともに、府と国、他の地方公共団体その他の公共的団体又は民間事業者とが分担すべき役割を明確にすることにより、規律を持って行われなければならない。


２　府の財政運営は、中長期的な見通しを持つとともに、予見し難い情勢の変化の際に府民生活の安定を確保することができるよう、計画的に行われなければならない。


３　府の財政運営は、府民の府政への関心及び理解を深め、その信頼を向上させることを基本として、透明性を確保して行われなければならない。





（中長期試算の策定等）


第15条　知事は、議会における予算の審議及び計画的な財政運営の参考とするため、毎年度、10年を下らない期間にわたる財政状況に関する試算（以下「中長期試算」という。）を行い、公表しなければならない。


２　中長期試算には、試算に用いた主な前提条件を付記するものとする。









